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１.経営支援体制
（１）企業の経営悪化サイクルと

経営支援手法
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〔時間の経過〕

Ｐ／Ｌ
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＜事業価値＞

〔公庫の経営支援手法〕

要注意先要注意先

破綻懸念先破綻懸念先

実質破綻先
破綻先

実質破綻先
破綻先

経営改善計画
策定支援

再建計画
策定支援
（私的整理）

再生計画
策定支援
（法的整理）

出所：「企業再生の実務」（企業再生実務研究会［著］）の図表2－2「債務者企
業の破綻プロセス」を参照
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（２）経営支援の段階的取組み

経営支援手法

経営指導 信用格付評価を活用した、ラン
クアップ指導

経営改善計
画策定支援
＆モニタリ
ング

原則、要注意先に対する業務
リストラ（コスト削減、増収策）、
財務リストラ手法による計画。
企業の自助努力型

金融支援手法は、セーフティ
ネット融資、リスケジュール

再建計画策
定支援＆モ
ニタリング

(私的整理)

原則、破綻懸念先に対して、
業務リストラ、財務リスト
ラに加え、会社分割、合併
等の組織再編（事業リスト
ラ）も視野に入れた再建策

金融支援策は、債権放棄等
ハードな対応

再生計画

(法的整理)
民事再生計画、会社更生計
画

正常先

要注意先

破綻懸念先

実質破綻先

破綻先
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（３）支援部署の役割分担

自力再生可能先 第三者支援・再生可能先

経営改善の提案 会社整理

経営改善計画

の策定支援

私的整理
（再建計画

策定支援）

法的整理
（再生計画

策定支援）

事業再生専担部署融資原課

セーフティネット
貸付等＆リスケ
ジュール

ＤＤＳ、（将来）金利減免、債
権放棄、債権譲渡、ＤＩＰファ
イナンス

金融支援策の検討
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２．経営支援の手法
（１）要注意先企業への経営改善支援

公庫の取組み

経営改善の提案
（現状分析・課題と改善策の検
討・提案）

経営改善計画の策定
支援（計画策定のアドバイス等）

支援 支援

企業の取組み

経営改善計画の
立案(計画の骨子を決定)

経営改善計画の策定
（具体的数値計画の作成）

現状分析 経営戦略の立
案

「経営数値目標」
の設定

経営改善計画
の策定

・正常収益力

・実態Ｂ／Ｓ等

・選択と集中

業務・財務リスト
ラ等

・売上高

・利益目標等

予想Ｐ／Ｌ・Ｂ／Ｓ

・C／Ｆ等
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金融機関による金融支援の検討

支援



（２）私的整理段階での支援

①再建計画の策定支援

Ⅰ企業による再建計画
の策定

Ⅱステークホルダーへ
の再建計画の提示及
び交渉

Ⅲステークホルダーと
の合意成立

Ⅳ私的整理の成立

再建計画の策定支援
（指導・協力）

各ステークホルダーへ
の調整
＊銀行間調整がメイン。
必要に応じてその他ステーク
ホルダーへの調整に関与

＜公庫の支援策＞＜私的整理の流れ＞

モニタリングの実施

＊参考：
金融協定締結実績8件

②私的整理の枠組みの活用
～税制等のメリットの活用～

○特定調停 ○私的整理のガイドライン

○中小企業再生支援協議会 ○中小企業再生ファンド

○㈱整理回収機構 ○産業再生法による再生手法

出所：「企業再生とＭ＆Ａのすべて」（藤原総一郎［著］）の図表「私的整理の流れ」を参
照
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③私的整理の事例
＜事例Ａ社＞

再建スキーム：特定調停＋会社分割＋債権放棄

資産

純資産▲

負債 負債資産

純資産

資産

純資産▲

負債 負債資産

純資産

＜分割会社＞ ＜承継会社＞会社分割後

株式

資産・負債

＊時価移転

会社分割前

清算
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＜事例Ｂ社＞

再建スキーム：
協議会＋新規融資（協調）＋リスケジュール＋債権の一部放棄（整理回収機構）

沖縄県
信用保証協会

地銀

公庫

Ｂ社

整理回収機構

沖縄県中小企業
再生支援協議会

運
転
・
設
備
資
金
融
資

債
務
弁
済
資
金

債務弁済

再生支援：債権一部放棄

再生支援機能 総合的な調整機能

既
存
保
証
債
権
借
換

既
存
貸
出
金
の
リ
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル

（整理回収機構
“卒業”資金）

債務保証
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＜事例Ｃ社＞

再建スキーム：協議会＋再生ファンド＋債権譲渡

メイン行

公庫
おきなわ中小企業
再生ファンド

再生会社C

経営改善計画書
（私的整理ガイドライン
に準じたもの）

沖縄県中小企業再生支援協議会
＊経営改善計画策定支援

債権譲渡

経営支援
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④中小企業再生支援協議会
との連携

沖縄県中小企業再生支援協議会
関与の再建計画策定支援件数31件
＊H18.12.31現在（中小企業庁公表）

公庫の支援策

個別支援チームへの派遣 3件
リスケジュール 13件
企業再建資金融資 3件
中小企業再生ファンドへの債権譲渡 1件

計 20件
（うち重複6件）
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（２）法的整理段階での支援

事前相談型
（主導型）

申立準備期間 申立
債権者
説明会

実行可能性に
ついての検証

プレパッケー
ジ型の検討

ＤＩＰファイ
ナンスの検討

事業価値
の見極め

清算価値
との対比

出口戦略

事後対応型
（受動型）

法的整理
開始判明

情報収集

情報収集
貸倒引当
債務者
区分
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３．今後の重点事項

中小企業等の経営力強化、及び再生
可能性を高めるための経営支援への
早期着手

財務データ等顧客信用情報の活用
による経営相談・経営指導

要注意先企業に対する「経営改善の
提案」、及び「経営改善計画」の策定支
援

大規模事業者等特別な管理体制・手
法を要するリスクの大きな先への組織
的関与の強化

事業再生ノウハウの共有化、標準化
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